
 

（別 紙） 

 

ヤングケアラーに対する支援の充実を求める意見書（案） 

 

近年、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話等を日常的に

行っている「ヤングケアラー」と呼ばれる子どもたちが、年齢や成長の度

合いに見合わない過度に重い責任や負担を負うことで、学業に支障が生じ

たり、子どもらしい生活が送れなかったりする等の課題が指摘され、将来

にわたる影響が懸念される。しかし、これらの課題は、家庭内のデリケー

トな問題であること等から、支援が必要であっても表面化しにくい構造に

なっていると言われている。 

厚生労働省と文部科学省は、2021 年「ヤングケアラーの支援に向けた福

祉・介護・医療・教育の連携プロジェクトチーム」を立ち上げ、その心身

の健やかな育ちのため、ヤングケアラーを早期に発見して適切な支援につ

なげることが求められるとして、今後取り組むべき施策を報告書として取

りまとめた。 

一方、中学２年生、全日制高校２年生等を対象に初めて実施された全国

調査において、世話をしている家族が「いる」と回答した子どもは、中学

生で 5.7%、全日制高校生で 4.1%となった。その中には、家族への世話を

「ほぼ毎日」している中高生が５割弱、一日平均７時間以上世話をしてい

る中高生が約１割存在するなど、ヤングケアラーの傾向は明らかになった

ものの、地方自治体ごとの実態は未だ詳細に把握できていない。また、福

祉や介護の既存のサービスでは対応しきれない場合に活用できる支援策

や、福祉、医療等の各機関がヤングケアラーを把握した場合に適切なサー

ビスにつなげる仕組みの構築等、ヤングケアラーの支援に向けた体制づく

りが求められるとともに、ヤングケアラーに関する社会的認知度の向上が

急務となっている。 

こうした状況を踏まえ、国の令和４年度概算要求においては、ヤングケ

アラーに対する支援の充実に向け、地方自治体における早急な現状把握や

福祉・介護・医療・教育等関係機関の連携体制の構築、専門職等へのヤン

グケアラーに関する研修・学ぶ機会の推進並びに当事者・支援者同士のネ

ットワークの構築に対する支援を掲げ、令和４年度から３年間を「集中取

組期間」としている。 

よって、国においては、これらの支援に着実に取り組むとともに、地方



宛 

自治体が必要とする事業に早期に取り組めるよう財政措置を講じること

を強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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